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日本建設機械施工協会四国

支部の会員の皆様には、平素

より、四国地方における河川

整備、さらには、社会資本整

備全般にわたりまして、多大

なるご支援とご協力頂き、厚

くお礼申し上げます。 

九州その他の地域において豪雨災害で犠牲になら

れた方々のご冥福をお祈りするとともに、被災された

方々に心からお見舞いを申し上げます。四国地方整備

局においても、九州地方の被災状況の調査などのため

に TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）を派遣すると

ともに、排水ポンプ車、照明車の派遣など、総合的な

支援活動を行ったところです。この災害対策用機械の

派遣にあたり、日本建設機械施工協会四国支部の会員

の皆様には、ご協力頂きましたこと、本誌をおかりし、

厚くお礼申し上げます。 

さて、四国地方は、地形が急峻で、かつ中央構造線

などが存在し、非常に脆弱な地質です。また、瀬戸内

海に面した地域は降雨が少なく、太平洋側の地域は全

国有数の多雨地帯という特徴があります。瀬戸内海に

流れ込む北四国の河川は勾配がきつく、平常時には河

川に水が少ないため渇水になりやすいものの、雨が降

ると川の水が一気に流入して洪水が発生しやすい河川

となっております。他方、降雨が多い南四国では、度々、

洪水被害に悩まされてきました。 

このような中、治水・利水を目的とするダムは重要

な役割を担っており、四国の直轄事業においては、管

理中の７ダムに加えて、新たに、横瀬川ダムと山鳥坂

ダムの２ダムを建設中です。 

さて、国土交通省において、6 月 27 日に、既存ダム

を有効活用する「ダム再生」を加速する方策を示す「ダ

ム再生ビジョン」を策定しました。近年の厳しい財政

状況等の社会情勢、洪水・渇水被害の頻発や気象変動

の影響の顕在化なども踏まえ、流域の特性や課題に応

じ、ハード・ソフト対策の両面から、既存ダムの長寿

命化、効率的かつ高度なダム機能の維持、治水、利水

機能の回復・向上、地域振興への寄与など、既存ダム

の有効活用を推進するものです。また、柔軟な運用や

施設の改良によるダムの有効利用の事例が積み重ねら

れつつあること、大水深での大口径の堤体掘削、レー

ダー雨量計の高性能化など、既存ダムの有効活用を支

える各種技術の進展も踏まえて、策定されたものです。 

四国地方整備局において、本ビジョンに先駆けて、

管理中の７ダムのうち、鹿野川ダムと長安口ダムにつ

いて、改造事業を実施しております。 

鹿野川ダムにおいては、肱川流域の洪水被害を軽減

するとともに、流水の正常な機能の維持を図るため、

平成 18 年度より改造事業に着手しています。これに

より、洪水調節、ダムによる水量の確保、ダム下流の

水質改善を図ります。長安口ダムにおいては、那賀川

流域の洪水被害を軽減するとともに、流水の正常な機

能の維持を図るため、平成 19 年度より改造事業に着

手しています。これにより、洪水調節、ダムによる水

量の確保、ダム下流の水質改善、堆砂による有効貯水

容量減少の防止を図ります。長安口ダムでは、先導的

な取組として、堆砂対策として、下流土砂還元を前提

とした適切な排砂管理に必要な堆砂除去土砂運搬設備

（ベルトコンベア等）の整備を行う予定です。 

また、先般、７月 26 日、国土交通省において、平

成 30 年度予算に向けて、新規事業採択時評価の手続

きに着手しました。ダム再生の新規事業候補箇所の一

つに、放流設備増設、容量振替等による治水機能の増

強を行う早明浦ダム再生事業があります。河川改修に

あわせて、早明浦ダムを有効活用することにより、戦

後最大規模の平成 16年 10月洪水と同規模の洪水に対

し、吉野川の氾濫による浸水被害を軽減することを目

的としています。 

引き続き、皆様のご理解を得ながら取り組んでまい

ります。 

最後になりましたが、日本建設機械施工協会四国支

部の益々の発展を祈念いたしますとともに、今後とも、

会員の皆様のご協力、ご指導賜りますようお願い申し

上げ、巻頭言とさせて頂きます。 

四国地方整備局 河川部長 植松 龍二 

巻 頭 言 
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平成 28 年度事業については、5 月 11 日に開催され

た第 5 回支部通常総会において承認された事業計画に

基づいて実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．総会、運営委員会等 

 1.1 運営委員会 

     3 月 17 日、ホテル「パールガーデン」において

開催し、平成 29 年度の事業計画及び予算書、平成

29 年度の表彰予定者(本部・支部)等について審議決

定した。4 月 28 日、前記総会に提出する議案等を

審議決定した。 

 

２．企 画 部 会 

2.1 支部機関誌の発行 

支部機関誌「しこく」№98 を 3 月に発行し、会

員及び関係者に配布した。 

2.2 部会幹事会等の開催 

 2 月 10 日～17 日、平成 29 年度の企画部会事業

計画立案のため、メールを利用して資料を配信

し、事務局と部会長・幹事間の意見授受を実施

した。 

 

３．施 工 部 会 

3.1 講習会等の開催 

   3 月 17 日、技術部会との共催で「防災等に関す 

る講習会」を高松市において開催した。(受講 

者：40 名) 

 

 

 

尚、支部団体会員数は平成 29 年 3 月末時点で 

130 社であり、その内訳は次表のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

防災に関する講習会 

 

3.2 現場見学会・現地講習会の開催 

   2 月 6 日、徳島県那賀郡那賀町において国土交 

通省那賀川河川事務所が施工中の「長安口ダム 

施設改造工事」の現場見学会を開催した。（参加 

者：29 名） 

   
「長安口ダム施設改造工事」現場見学会 

時期   業種  

製造業 

 

 

建設業 

 

 

商 社 

リース・ 

レンタル

業 

コンサルタ

ント・その

他業 

 

 

合 計 

平成 29 年 1 月末 24 82 10 6 10 132 

平成 29年 3月末 24 81 

 

10 

 

5 10 130 

増   減 

 

 

0 -1 0 -1 0 -2 

平成 2８年度事業実施状況(H29.2～3) 
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3.3 部会幹事会の開催 

  2 月 10 日～17 日、平成 29 年度の施工部会事業

計画立案のため、メールを利用して資料を配信

し、事務局と部会長・幹事間の意見授受を実施

した。 

 

４．技 術 部 会 

4.1 講習会等 

 3 月 17 日、施工部会との共催で「防災等に関す 

る講習会」を高松市において開催した。(受講 

者：40 名) 

4.2  災害支援体制の整備等 

1) 2 月 3 日、「JCMA 四国支部 H28 災害情報伝

達訓練」を実施し、①四国内各地の被害情報の

収集と報告 ②被災地への応援部隊派遣の可

否等について、メールで情報交換した。(参加

社：20 社) 

2)  2 月 21 日～22 日、四国地方整備局四国技術

事務所との共催で「H28 遠隔操縦式バックホウ

等操作訓練(四技)」を開催し、訓練前後の技量

変化の評価並びに講習修了証の交付を実施し

た(受講者：29 名) 

3)  3 月 1 日～3 日、四国地方整備局松山河川国

道事務所との共催で「H28(松山管内)遠隔操縦

式バックホウ操作訓練」を開催し、訓練前後の

技量変化の評価並びに講習修了証の交付を実

施した(受講者：14 名) 

 

 

 

 

 

 

  

 
遠隔操縦式バックホウ操作訓練 

 

4) 3 月 10 日、四国地方整備局道路部が主催して

開催した「四国広域道路啓開計画説明会」に支

部から 2 名が参加した。 

5)  3 月 27 日、四国地方整備局が主宰して開催し

た「H28 四国道路啓開等協議会」にオブザーバ

ーとして支部代表者が参加した。 

4.3 部会幹事会の開催 

  2 月 10 日～17 日、平成 29 年度の技術部会事

業計画立案のため、メールを利用して資料を配

信し、事務局と部会長・幹事間の意見授受を実

施した。 

 

 

５．主要行事回数一覧表 

 平成 29 年 2 月 1 日から平成 29 年 3 月 31 日の間

の主要事業開催回数は下表のとおりです。 

 

 

総会及び運営委員会等 開催回数 部   会 開催回数 

総                    会 

運 営 委 員 会             

会 計 ・ 業 務 監 査 

 

 

0 

1 

0 

合     同     部     会 

企     画     部     会 

施     工     部     会 

技     術     部     会 

0 

5 

3 

7 

計 1 計 15 

合   計       16 
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四国支部第 6回通常総会を平成 29年 5月 10日（水） 

15 時 30 分からホテル「マリンパレスさぬき」で開催

しました。当日は支部団体会員 131社のうち 117社（う

ち委任状提出 51 社）が出席した外、来賓及び役員等

を含めた出席総数は 98名に達しました。 

総会は、企画部会長宮本正司氏の開会の辞で始まり、

長谷川修一支部長の挨拶、協会本部の辻靖三会長の挨

拶があった後、支部規定第 16 条により長谷川支部長

が議長になって議案審議に入りました。 

１．議 事 

長谷川議長は、先ず、末澤達矢氏と岡崎健一郎氏を

書記に任命し、宮本企画部会長に本日の出席者数を発

表させて団体会員の過半数が出席していることを確認

した後、支部規定第 17 条により本総会が成立してい

ることを宣言し、承認を得て三野容志郎氏と後藤茂久

氏を議事録署名人に指名しました。 

議案は以下の第 1号議案から第 5号議案までの 5件

で、いずれも満場異議無く承認されました。 

第 1 号議案 平成 28 年度事業報告承認の件 

第 2 号議案 平成 28 年度決算報告承認の件 

第 3 号議案 平成 28 年度会計及び業務監査報告に

関する件 

第 4 号議案 平成 29 年度事業計画に関する件 

第 5 号議案 平成 29 年度収支予算に関する件 

 

支部長挨拶 

 

２．本部等事業概要報告 

議案審議に続いて、辻会長から協会本部並びに施工

技術総合研究所の平成 29 年度事業計画の説明があり

ました。 

 
本部等事業計画説明 

 

３．来賓紹介及び祝電披露 

本部等の事業計画説明の後、宮本企画部会長は、本

総会にご臨席賜った来賓を紹介すると共に、祝電を披

露しました。 

 

４．表彰式 

支部通常総会における表彰には、当協会の「団体会

員等表彰規定」に基づく会長表彰と、四国支部の「支

部功労者」及び「優良建設機械運転員等表彰規定」に

基づく支部長表彰の 2 種類があります。    

先ず、前者の会長表彰では、永年継続会員表彰とし

て会員期間が 40 年に達した(株)酉島製作所と豊国工

業(株)、(株)井上組の 3 社と、30 年に達した四電エン

ジニアリング(株)と大久保産業(株)の 2 社の計 5 社が

紹介され、各々、辻会長より感謝状が手渡されました。 

続いて、永年勤続役員として前支部長の島弘氏、現

副支部長の工藤建夫氏、前企画部会長の小松修夫氏、

現技術部会長の伊賀正氏の 4 名が紹介され、欠席の島

氏を除く 3 名に感謝状が手渡された。 

 

第６回支部通常総会を開催 
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支部長表彰では、建設事業に長年従事し、勤務成績、

技量共に優秀な優良建設機械運転員 13 名と同整備員

6 名に表彰状と記念品・顕彰バッジが手渡され、工藤

建夫副支部長からお祝いと激励の言葉が贈られまし

た。 

 
本部辻会長感謝状贈呈 

 

 

優良建設機械運転員・整備員表彰 

 

５．特別講演 

表彰式を終了して休憩の後、16 時 50 分から 17 時

20 分まで「i-Construction 施工事例とコマツスマート

コンストラクション」と題してコマツスマートコンス

トラクション推進本部副本部長の小野寺昭則氏によ

る特別講演がおこなわれました。 

 

 

 

コマツスマートコンストラクション推進本部副本部長の

小野寺昭則氏による特別講演 

 

６．懇談会 

会場の模様替えが整った 17時 30分より同会場で立

食による懇談会を開催しました。 

懇談会は、長谷川支部長の挨拶、来賓としてご出席

の名波義昭四国地方整備局長のご挨拶の後、本部会長

の辻氏による乾杯の音頭で始まりました。 

参加者は、思い出を語ったり意見交換したり、思い

思いに飲食・談話を繰り広げ、極めて和やかな雰囲気

の頂点の 19 時 10 分、吉田英信副支部長による中締め

で総会の全ての行事を終えました。 

 

懇談会（長谷川支部長の挨拶） 
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 四国支部の平成 29 年度事業は、建設事業の機械

化を推進し国土の開発と経済の発展に寄与するこ

とを念頭に、平成 28 年度に本部及び支部において

策定した中期事業計画(平成 28～30 年度)を踏襲し

つつ、最近の社会的な背景をもとに次の事業を重点

として実施する。 

 

 Ⅰ．i-Construction による建設生産性の向上に関

する事業 

 Ⅱ．安全の推進(事故災害防止)、維持管理技術・

災害応急復旧技術等の推進に関する事業 

 Ⅲ．環境保全・地球温暖化対策・建設リサイクル

等の推進に関する事業 

 Ⅳ．品質確保・人材育成に関する事業 

 Ⅴ．本部が実施する試験及び受託業務の支援に関

する事業 

 Ⅵ．会員及び関係者へのサービス向上に関する事

業 

 

１．総会、運営委員会等  

 1.1 総     会 

   平成 29 年度第 6 回四国支部通常総会を 5 月

10 日（水）に高松市で開催する。 

 

1.2  運 営 委 員 会 

   事業執行上の諸問題を審議するため年３回程

度（５，１１，３月）開催する。 

 

1.3 会計及び業務監査 

   支部長及び支部事務局職員等と意志疎通を図

り、業務及び財産の状況を調査する為、4 月中旬

頃、前年度の会計及び業務監査を実施する。 

 

1.4 合同部会幹事会 

支部の事業計画立案、運営委員会に提出する

案件の企画・調整、事業実施状況報告等のため

年２回程度（４，１０月）開催する。 

 

 

2. 企 画 部 会  

 2.1 事 業 範 囲 

   本部が実施する試験及び受託業務等の支援、

並びに会員等へのサービス向上に関する事業

等を行うと共に、支部事業の総合企画並びに調

整を行う。 

 

 2.2 事 業 内 容 

1) 建設機械施工技術検定試験 

    1･2 級建設機械施工技術検定試験（四国地区）

を下記のとおり実施する。 

     学科試験：6 月 18 日（日）（高松市） 

     実地試験：9 月 2 日(土)・3 日(日)（善通寺市） 

 

2) 受託業務の実施支援 

   本部が四国地区で受託して実施する業務を支

援する。 

 

3) 技術交流会 

   建設事業の課題等について、必要に応じて四国

地方整備局との技術交流会を開催する。 

 

4) 広報活動及びサービス向上事業 

(1) 建設事業に長年従事し、勤務成績、技術と

もに優秀な建設機械運転員及び整備員を通常   

総会時に表彰する。 

(2) 支部の運営、事業推進等に功績のあった会

員及び個人を通常総会時に顕彰する。 

 (3) 支部機関誌「しこく」を年２回発行する。 

  (4) 支部ホームページの更新・充実を図る。 

  (5) 新機種・新工法等について、会員の要請に

応じて発表会を随時開催する。 

   (6) 必要に応じて四国内関係機関及び団体が実

施する事業に協賛し、その実施に協力する。 

  (7) 必要に応じて会員の親睦行事を開催する。 

 

5) 部会幹事会 

   部会事業の企画・立案や実施計画のため、随

時開催する。 

平成 2９年度 事業計画書 
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  6) そ の 他 

   新規会員の勧誘、その他必要と認める事業を

行う。 

  

3. 施 工 部 会  

 3.1  事 業 範 囲 

品質確保、人材育成、建設生産性の向上、及び、

建設施工の安全対策推進に関する事業。 

 

 3.2  事 業 内 容        

1) 講 習 会 等 

  (1) 施工管理基準、工事・業務等の新たな入札

契約方式等に関する講習会を開催する。 

(2) i-Construction に関する講習会を開催する。 

2) 現場見学会・現地講習会 

  (1) 機会を捉えて四国内主要工事の現場見学会

を開催する。 

   (2) i-Construction を実施している現場におい

て現地講習会を開催する。 

 (3) 新技術・新工法等を活用している現場にお

いて、現地講習会を随時開催する。 

 

 3) 新技術・新工法並びに安全対策等推進に関する

普及活動 

 (1) 新技術・新工法に関する DVD 映写会を開    

催する。 

 (2) 機関誌「しこく」において、新技術・新工 

法・新製品等を紹介する。 

 (3) 会員会社が、四国地方整備局から表彰を受

けた優良工事について、その特徴的事例を機

関誌「しこく」において紹介する。 

 (4) 四国地方整備局から提供を受けた「新技術

活用ニュース」を四国支部ホームペ－ジで紹

介する。 

(5) 「四国建設技術懇談会」等に参加し、四国

地域における建設技術の開発・普及に努める。 

 

4) 部会幹事会 

     部会事業の企画・立案や実施計画等のため、

随時開催する。 

 

5) そ  の  他 

  その他必要と認める事業を行う。 

 

４．技 術 部 会  

 4.1 事 業 範 囲 

      建設機械関連の安全対策、環境保全、地球温

暖化対策、建設リサイクル等の推進、及び災害

応急対策支援に関する事業を行う。 

 

 4.2 事 業 内 容        

1) 講 習 会 等  

(1) 防災・建設機械の安全対策・環境保全等

に関する講習会を開催する。 

(2) 四国地整管内の事務所等が実施する遠隔

操縦式建設機械の操作員育成講習に協力

する。 

 

   2) 災害支援体制の整備 

      (1) 四国地方整備局との防災協定に伴う体制

確認のため、支部内情報伝達訓練を      

実施する。 

(2) 四国地方整備局が実施する災害対策用機

械の設置・操作訓練等への積極的参加を図

る。 

 

3) 部会幹事会 

      部会事業の企画・立案や実施計画等のため、

随時開催する。 

 

4) そ の 他 

   その他必要と認める事業を行う。 
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１．はじめに 

横瀬川は、四万十川の右支川である中筋川の左支川

として、その源を高知県宿毛市仏森(標高 682m)に発し、

小さく蛇行を繰り返しながら南流し、四万十市有岡地

点で中筋川と合流している一級河川です。 

流域は、宿毛市・四万十市の 2 市にまたがり、流域

面積 20.3km2、流路延長 15.4km です。中筋川流域の

年間平均降雨は約 2,900mm と全国平均の約 1.7 倍と

多く、台風期の 9 月に降雨量が集中することから、流

域では度重なる浸水被害が発生しています。 

こうしたことから、中筋川の治水と四万十市の水道

用水確保を目的とし、平成 2 年度に横瀬川ダム建設事

業に着手しています。 

 

図―１ 中筋川流域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表―１ 横瀬川ダム事業の主な経緯 

 

２．横瀬川ダム建設事業の概要 

 横瀬川ダムは、高知県宿毛市山奈町山田地先に洪水

調節、流水の正常な機能の維持、水道用水の供給（最

大 800m3/日）を目的として建設するもので、宿毛市

平田町黒川に建設された中筋川ダム（平成１１年４月

管理開始）とともに、中筋川総合開発事業として中筋

川流域の治水・利水・環境に貢献するものです。 

図―２ 貯水池容量配分図 

 

 

型式 重力式コンクリートダム 

集水面積 11.4km2 

湛水面積 0.4km2 

堤高 72.1m 

堤頂長 188.5m 

堤体積 165,000m3 

洪水調節方式 自然調節方式 

堤体勾配 上流面＝鉛直 

下流面＝1：0.71 

放流設備 （常用）オリフィスゲート B1.55m

×H1.80m×2 門 

（非常用）自由越流堤 B6.1m 6,0m 

5.0m 各 2 箇所（越流水深 4.5m） 

表―２ 横瀬川ダム諸元 

『横瀬川ダム』初打設 

   四国地方整備局 中筋川総合開発工事事務所 事業対策官 増田 稔 
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３．初打設 

 平成２９年５月１０日、横瀬川ダム本体コンクリー

トの初打設および初打設見学会を開催しました。 

 横瀬川ダムは、堤高７２．１ｍ、堤頂長１８８．５

ｍ、堤体積約１６．５万ｍ3 の重力式コンクリートダ

ムであり、打設方法は拡張レヤ工法（ＥＬＣＭ）によ

り行います。 

雨天により、急遽日程を変更したにも関わらず、地

元関係者の方をはじめ約４０名が見学に来ていただき、

無事に初打設を迎えることができました。 

コンクリート製造設備よりダンプトラックによっ

て運ばれたコンクリートがバケットに投入され、クレ

ーンで打設場まで運ばれ所定の位置に放出されると、

参加者全員で万歳三唱を行い、初打設を祝いました。 

写真―１ 横瀬川ダムサイト 全景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真―２ 初打設コンクリート バケット投入 

写真―３ 初打設コンクリート 放出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真―４ 万歳三唱 

 

写真―５ 初打設見学会 
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４．施工機械設備 

 堤体コンクリート打設開始に向け、平成２９年１月

より施工機械設備の基礎工事に着手し、５月１０日の

初打設より本格稼働しています。 

主な施工機械設備の概要は以下のとおりです。 

図―３ 施工機械設備平面図 

① 骨材貯蔵輸送設備 

 堤体コンクリートに使用する骨材は近隣の民間砕石

場から購入とし、約３日分を貯蔵するため貯蔵用コル

ゲートビン（粗骨材用：φ12m×H13.3m×3 基、細骨

材用：φ9m×H13.3m×3 基）及びベルトコンベア

（B=1,050mm、900mm）を配置しています。 

 

 

 

 

 

 

 

写真―６ 骨材貯蔵輸送設備 

② コンクリート生産設備 

コンクリートプラント（二軸強制練ミキサ 3m3×2

台）、セメントサイロ（500t）により、135.5m3/h の

生産能力があります。 

 

③ コンクリート運搬、打設設備 

生産したコンクリートをダンプトラック（15t）に

てコンクリート受渡ヤードまで運搬し水平式コンクリ

ートバケット（4.5m3）に投入した後、タワークレー

ン（16.5t 吊）にて所定の位置まで運搬し打設します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真―７ コンクリート生産設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真―８ コンクリート運搬、打設設備 

 

④ 濁水処理設備 

ダム堤体コンクリートの打設時に発生する濁水処

理（機械沈殿・機械脱水方式 150m3/h）を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真―９ 濁水処理設備 
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施工設備フローシートを以下に示します。 

図―４ 施工設備フローシート 

 

５．おわりに 

地元関係者の皆様、関係機関の皆様をはじめ、関係

の方々の多大なるご支援とご協力を賜り、平成２８年

度より本体工事に着手し、このたび堤体コンクリート

の初打設を迎えることができましたこと、厚くお礼申

し上げます。 

地域の安全・安心のため１日でも早い完成を目指す

とともに、事業マネジメントの徹底を図るなど安全第

一で職員一丸となって頑張ってまいりますので、今後

ともご理解ご協力のほど、よろしくお願いいたします。 
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１．松山外環状道路について 

松山外環状道路は、松山市中心部周辺を循環し、松

山自動車道（松山ＩＣ）、松山空港、松山港等の交通

拠点を連結する延長約２０ｋｍの地域高規格道路で

す。 

国道１１号、国道３３号、国道５６号等の松山都市

圏の放射状道路や松山環状線の交通混雑の緩和を図る

とともに、松山自動車道松山ＩＣと松山空港・松山港

を連結し、都市圏の骨格を形成する道路です。 

 

  松山外環状道路の位置図 

 

２．松山外環状道路インター線の概要 

松山外環状道路のうち、国道３３号から国道５６号

を結ぶ延長約４．８㎞の道路です。 

平成１６年度に事業化し、平成２６年３月には井門

ＩＣから古川ＩＣ間の約１．２㎞が開通し、平成２７

年３月には市坪ＩＣから余戸南ＩＣ間の約１．８㎞が

開通し、平成２８年１２月１０日の古川ＩＣ～市坪Ｉ

Ｃ間約１．８㎞の開通により、自動車専用道路部が全

線開通しました。 

 

松山外環状道路は、国、愛媛県、松山市が協働して整

備を行っており、自動車専用道路部分を国が、一般道

路部分を主に愛媛県と松山市が整備しています。 

 

 
インター線の位置図 

 

 

標準断面図（事業区分図） 

 

 

 

国道 33 号松山外環状道路インター線全線開通 

   四国地方整備局 松山河川国道事務所 建設監督官 田村 彰啓 
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３．整備効果 

① 松山市西部、松前町方面からの松山ＩＣへの利

便性向上 

インター線全線開通により、主要幹線道路であ

る国道５６号から松山ＩＣ及び国道３３号までを

繋ぐ新たなルートが形成され、国道５６号から松

山ＩＣ間の所要時間が約８割短縮されるなど、松

山市西部、松前町方面から高速道路への利便性が

向上します。 

    また、交通の分散により、インター線全線開通

後の交通量調査結果では、開通前と比較して約２

倍に増加し、松山環状線は開通前と比較して約１

割減少しています。 

 

新しいルートの形成 

■所要時間の短縮 

   （国道 56 号～松山ＩＣ） 

 

■松山外環インター線全線開通前後の 

                交通量の変化【平日】 

 
 

② 松山市内の交通事故削減 

   井門ＩＣから古川ＩＣの開通に伴い、国道３３

号では交通事故が約１割減少し、特に追突事故は

約３割減少しています。また、県道久米垣生線に

おいても交通事故が約３割減少しています。 

   インター線全線開通により、主要幹線道路（国

道５６号、松山環状線、国道３３号）や並行する

県道久米垣生線などの生活道路を利用していた車

両が外環の自動車専用道路に転換することで、市

内の交通事故削減が期待されます。 
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■井門ＩＣ～古川ＩＣの開通による 

国道３３号の交通事故件数の変化 

 

 

③ 松山空港へのアクセス向上 

平成２９年９月１８日には松山外環状道路空港

線と結ばれ、松山外環状道路の整備前と比較して、

松山空港から松山ＩＣ間の所要時間が約６割短縮

され、利便性が向上します。 

また、交通の分散による周辺道路の渋滞緩和が

期待され、「えひめ国体」メイン会場等への選手

や観客の円滑な輸送等にも貢献します。 

 

松山空港へのアクセス性向上 

 

 

 

 

■所要時間の短縮（松山ＩＣ～松山空港） 

 

松山空港アクセス１時間県域の変化（競技会場） 

 

④ 空港からの圏域拡大による産業支援 

松山空港の利用者数は年々増加傾向であり、平

成２７年度の利用者数は過去最高（約２８４万人）

を記録しています。 

今治市、西条市、新居浜市は松山市に次いで松 

山空港利用者が訪れている地域です。 

今後、松山外環状道路空港線の本線が全線整備

されることで、松山空港から今治市、西条市、新

居浜市への１時間以内のアクセス圏域が拡大し、
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愛媛県全体の観光産業を支援することが期待され

ます。 

 

４．松山外環状道路インター線の開通式典 

「松山外環状道路インター線」のうち、古川ＩＣ～

市坪ＩＣ間（延長１．８ｋｍ）の自動車専用道路部が

平成２８年１２月１０日（土）に開通しました。これ

により、インター線の自動車専用道路部は全線開通と

なりました。 

開通式典は、松山河川国道事務所、愛媛県、松山市、

の主催で、午前１０時より執り行いました。式典には

地元選出の国会議員、愛媛県及び松山市をはじめ周辺

自治体の関係者や地元関係者など約１２０名の方々に

参加いただきました。  

式典は、はじめに主催者である名波局長より、用地

協力者をはじめとする関係者へのお礼の後、愛媛県知

事、松山市長の挨拶に続き、来賓の方々より祝辞をい

ただき、最後に松山河川国道事務所長から工事経過が

報告されました。  

式典後は、市坪ＩＣ付近の本線上の設置したセレモ

ニー会場に移動し、地元の日招太鼓や椿中学校吹奏学

部によるブラスバンド演奏の後、テープカット、くす

玉開披、椿幼稚園・はなみずき保育園の園児によるバ

ルーンリリースおよび開通記念パレード等が執り行わ

れました。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地元中学生による演奏 

開通後の状況 

 

テープカット 
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１．はじめに 

 四国では従来より、東南海・南海地震を想定し、関

係機関が連携・協力して様々な対策を実施してきたと

ころでありますが、東日本大震災による甚大な被害と

その教訓を踏まえ、国・県等の行政機関、学識経験者、

経済界等幅広い分野の方々の参加の下、南海トラフ地

震等に対応するための総合的かつ広域的視点から重点

的・戦略的に取り組むべき事項等を示した「四国地震

防災基本戦略」（以下、「基本戦略」という）を平成２

３年１２月２日に策定し、現在も各機関において様々

な取り組みを進めています。 

四国南海トラフ地震対策戦略会議は、南海トラフ地

震への備えを関係機関の連携・強力により強力かつ着

実に推進していくために設置したものであり、今回で

７回目の開催となります。 

 

２．開催概要 

■開催日時 平成２９年６月１日 

■場所   高松サンポート合同庁舎 

１３階災害対策室 

■参加者  四国南海トラフ地震対策戦略会議 

構成員等（４９機関、約１４０名） 

■議事内容 

      ・四国地震防災基本戦略 

第２回改定（案）について 

      ・平成２９年度四国地震防災基本戦略の

推進に向けて 

■構成機関からの活動報告状況発表 

      ・内閣府 

      ・気象庁高松地方気象台 

      ・西日本高速道路(株)四国支社 

      ・四国地方整備局 道路部 

      ・四国地方整備局 港湾空港部 

 

３．会議内容 

会議は、事務局を代表して名波四国地方整備局長よ

り挨拶が行われた後、座長である、香川大学 白木特任

教授の進行により進められました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

四国地方整備局長挨拶 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

香川大学 白木特任教授（座長代理） 
 

 まず、基本戦略の改定並びに速やかに成果をあげる

べき施策として公表（平成 24 年 3 月 29 日）している

７つの施策における平成 29 年度実施予定の主要な取

り組みについて事務局からの説明により審議を行い了

承されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29年度実施予定の主要な取組について情報共有 

平成 29 年度四国南海トラフ地震対策戦略会議の開催について 

四国南海トラフ地震対策戦略会議 事務局 (四国地方整備局企画部防災課) 
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表－１ 速やかに成果をあげるべき施策 

 

続いて、構成機関により代表的な活動内容として内

閣府、気象庁高松地方気象台、西日本高速道路㈱四国

支社、四国地方整備局の４機関から発表されました。 

 

①内閣府 

 １．防災基本計画修正（平成 29 年 4 月）の概要 

 ２．大規模地震対策特別措置法（昭和 53 年 6 月制

定） 

 ３．南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災

対応検討ワーキンググループ（H28.6～） 

 ４．地方公共団体のための災害時受援体制に関する

ガイドライン（概要） 

 ５．国と地方・民間の「災害情報ハブ」推進チーム 

 ６．平成 28 年度「津波防災」に関する取組 

 ７．平成 29 年度総合防災訓練大綱 

 ８．緊急災害現地対策本部運営訓練（平成 28 年度） 

 ９．防災スペシャリスト養成研修について 

 

②気象庁高松地方気象台 

 平成 29 年出水期に実施する防災気象情報の改善、

緊急地震速報の技術的改善について 

 

③西日本高速道路(株)四国支社 

 西日本高速道路四国支社の防災に関する取り組み状

況について 

 

④四国地方整備局 

 各県における道路啓開計画の状況と四国広域道路啓

開計画のスパイラルアップについて（道路部） 

 瀬戸内海に係る緊急確保航路の指定、四国の広域的

な海上輸送の継続計画等による関係団体との連携体制

の構築について（港湾空港部） 

 

４．おわりに 

今後も引き続き本会議を有効に活用し、関係機関と

なお一層の連携強化をはかり、基本戦略の推進に向け

て取り組みを進めていきます。 

ステージ プロジェクト名 成果をあげるべき施策 

発災前 被害想定の見直し ハザードマップの見直し・充実並びに効果的な

施設整備［施策１］  被害の最小化（ハ

ード系） 

被害の最小化（ソ

フト系） 

迅速・確実に避難するために、住民等への徹底

した意識改革と確実な情報伝達［施策２］  

発災直

後（初動

対応・応

急対策） 

広域防災拠点・広

域防災体制 

迅速な広域防災体制の確立［施策３］ 

被害状況把握・復

旧オペレーション

計画等 

迅速・確実な初動対応・応急対策［施策４］ 

救援・救護、救出

活動体制の確立等 

迅速・確実な救援・救護、救出活動［施策５］ 

（長期浸水処理及

び災害廃棄物対

策） 

迅速・確実な初動対応・応急対策［施策４］ 

迅速・確実な救援・救護、救出活動［施策５］ 

（巨大災害を想定

した訓練） 

迅速・確実な初動対応・応急対策［施策４］ 

迅速・確実な救援・救護、救出活動［施策５］ 

発災後 被災者の支援 迅速な被災者支援並びに地域の安全［施策６］ 

発災後

（復興） 

生活再建 円滑な地域の復興［施策７］ 

地域づくり 

地域経済再生 

平成２９年度実施予定の主要な取組について情報共有 

平成 29年度四国南海トラフ地震対策戦略会議の開催状況 
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１．はじめに 

国土交通省では、平成２８年度より建設現場における生産性を向上させ、魅力のある建設現場を目指す

新しい取り組みである「i-Construction」（「ＩＣＴの全面的な活用」、「規格の標準化」、「施工時期の平準

化」）を積極的に進めている。その内「ＩＣＴの全面的な活用」について、より積極的に建設現場へ「ＩＣ

Ｔ施工」の導入、普及促進を図ることを目的として、平成２９年５月８日、四国地方整備局において「平

成２９年度 第１回 四国ＩＣＴ施工活用促進部会」が開催した。本稿では、部会における議論の内容につ

いて紹介するとともに、ＩＣＴ施工の現状について記載する。 

 

２．１ 四国ＩＣＴ施工活用促進部会の概要 

 部会の位置付け、目的、構成メンバーを図－１に、当日のプログラムを図－２に、会議の模様を写真－

１～５に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四国ＩＣＴ施工活用促進部会の立上げ 

   四国地方整備局 施工企画課長 市原 道弘 

１．開　会

　　国土交通省四国地方整備局　石田技術調整管理官

２．運営要領

３．平成28年度の取り組み

　　①生産性向上の取り組み（i-Construction）

　　②ICT土工の概要

　　③四国地方整備局における取り組み

　　④ICT土工の現状分析

４．取り組み事例の紹介

　　(株)大竹組　山西取締役企画部長

５．平成29年度の取り組み

　　①ICT土工の基準類の改定

　　②ICT舗装工への展開

　　③自治体への普及拡大

６．講習会等の案内

　　(一社)日本建設機械施工協会四国支部　岩澤事務局長

７．ICT関連の補助金、低利融資、優遇税制

８．意見交換　【非公開】

９．閉　会

　　国土交通省四国地方整備局　門田総括技術検査官

図－１ 部会の位置付け、目的、構成メンバー 図－２ プログラム 

写真－２ 開催挨拶 写真－３ 事務局説明 

写真－１ 開催状況 写真－５ 業団体意見交換 写真－４ 各県意見交換 
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２．２ 四国ＩＣＴ施工活用促進部会における主な意見 

 各県の状況や業団体から寄せられた主な意見等は次のとおりである。 

【各県の状況】 

○自治体においては、ＩＣＴ施工の実施要領を策定し、県発注工事でＩＣＴ土工の施工を試行的に実施して

いるところもあり、今年度もＩＣＴ活用工事を実施していく予定。 

【業団体からの意見等】 

○協会主催の見学会では、「非常に興味をもった。」「土木の中の最先端技術を使った現場で働いてみたい」な

ど好意的な意見が寄せられた。業界全体のイメージを上げ、若い人に興味を引いてもらうような入職促進

の一環としても活用したいとの声もある。今後は、建設機械や測量機器メーカーを集めたフェア的なもの

を開催してもらいたい。 

○ＩＣＴは非常に効率が良い。取り組みの趣旨も若手育成・確保ということで良いことであると認識してい

る。ただし、必要な時にリース建機を借りることが可能か懸念している。また、リース頼りでＩＣＴ施工

を実施しても、会社の中にノウハウが蓄積されないことが課題である。 

○全国的な課題として費用について、実態に鑑み、より適切な積算としていただきたい。 

○ＩＣＴ建機の施工は、障害物による通信障害への対応に苦慮するなど。 

【部会のまとめ】 

○担い手確保や生産性の向上など、今後の建設業に関する危機感を共有し、市民・住民の皆さんに喜んでも

らえる建設業となるよう、今後ともＩＣＴをうまく活用していくことを確認。 

○目的達成に向けて、今後とも部会構成員相互の情報共有に努め、本部会の活動に取り組んでいくよう意思

統一した。 

 

３．１ 平成２８年度におけるＩＣＴ施工の実施状況 

 四国地方整備局では、ＩＣＴ土工の実施において平成２８年７月１日以降に公告する工事並びに公告中及び

契約済みの工事について全面展開しており、さらに、平成２９年５月１日以降ではＩＣＴ舗装工についても全

面展開しているところである。平成２８年度の実施件数はＩＣＴ土工が２０件、ＩＣＴ浚渫工が１件となって

いる。また、全国における平成２８年度のＩＣＴ土工の実施件数は５０６件であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ ＩＣＴ土工の概要 図－４ Ｈ２８ ＩＣＴ施工の実施箇所 
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３．２ ＩＣＴ土工の効果分析 

 ＩＣＴ施工における生産性向上のイメージを図－５に示す。生産性とは

「１人１日当たりの仕事量（仕事量／人・日）」と定義されており、生産性

の向上は、分母となる（人・日）の削減、すなわち、技能労働者の減少を

補完するための「省人化」と作業の高度化、効率化による「工事日数削減」

により達成され、建設業における担い手確保や賃金水準の向上、休日の拡

大による働き方改革とも連動するものである。 

平成２８年度、ＩＣＴ土工については施工業者にアンケートによる実態

調査を実施しており、その分析結果を以下に示す。 

 

【工事日数の削減】 

 図－６は起工測量から完成検査までの合計時間を全国 

平均したものである。ＩＣＴ建設機械の施工において最

も時間が短縮されており全体で約２３％の削減率となっ

ている。なお、実際に施工したオペレータの方への聞き

取り調査でも「施工にストレスがない」「取扱が便利」「機

械周辺の人が減り安全性が向上」といった感想が聞かれ

た。 

【省人化】 

 図―７から図－10 はＩＣＴ土工の各段階における人

工数の削減率を示したものである。削減率は起工測量に

おいて最も効果が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 工事日数の削減 

図－５ 生産性向上のイメージ 

図－７ 起工測量 
図－８ 測量計算・３Ｄデータ作成 

図－９ 施工 図－10 出来形管理・検査 
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３．３ ＩＣＴ土工に関する基準類の改訂 

 ＩＣＴ土工については平成２８年度の結果を反映し、基準類が改訂されている。主な改訂内容は、施工者か

らの要望による測量手法の緩和、小規模工事への対応を見据えた安価な測量手法の追加、新技術の追加などで、

内容は表－１のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．ＩＣＴ舗装工への展開 

 更なる生産性向上を目指し、平成２９年度よりＩＣＴ舗装工を導入し、四国地方整備局においては平成２９

年５月１日より全面的に展開している。なお、必要となる１０の技術基準や積算基準は整備済みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．おわりに 

 平成２９年度は i-Construction の取組開始２年目となる。今後我国の生産年齢人口が減少していくことが予

想されている中、建設分野においても生産性の向上は避けられない課題である。ＩＣＴ施工は、そのための有

効な対応策のひとつになると考えている。また、建設業全体の生産性を向上させるためには、国のみならず地

方公共団体にもＩＣＴ施工の普及を進めていく必要がある。今後は、そのための普及活動を行うと共に、四国

ＩＣＴ活用促進部会を活用した情報共有や講習会・現場見学会等の開催により、更なる普及・促進に努めてい

きたいと考えている。また、ＩＣＴ施工に必要となる機器やソフト等の機器整備に関しても、優遇税制や補助

金の制度など業界にとって有用な情報を今後とも紹介していきたいと考えている。 

表－１ ＩＣＴ土工 基準類の改訂 

図－11 ＩＣＴ舗装工 
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１．はじめに             

出水期を前にした平成２９年５月２１日（日）、水

防機関の連携強化、水防団の水防技術の習熟と関係機

関および流域住民の水防意識高揚を目的として、徳島

県徳島市住吉４丁目地先の徳島市民吉野川運動広場に

て、６７団体約７００人、見学者等を含め総勢約２，

０００人が参加し、『平成２９年度 吉野川・那賀川合

同総合水防演習』を実施しました。 

四国での水防演習は昭和５９年に吉野川から始ま

り、毎年四国四県を順に実施し、吉野川での水防演習

は８回目となります。                          

演習当日は天候に恵まれ、午前９時、徳島市消防副

団長（指揮者）の号令により演習が開始されました。                

演習は、「超大型で猛烈な台風による大雨の影響で、

吉野川全流域にわたって大洪水になる恐れがある」と

の想定のもと実施されました。 

開会式（指揮者：徳島市消防団副団長） 

開会式（各水防班集合） 

 

２．水防工法の実施 

吉野川・那賀川の流域１３市町（徳島市、鳴門市、

小松島市、阿南市、吉野川市、阿波市、石井町、那賀

町、松茂町、北島町、藍住町、板野町、上板町）およ

び消防団体など、多数の関係機関が参加し、タイムラ

インに沿った実践的な訓練を実施しました。 

水防工法は準備工（杭こしらえ、土のう作り）、堤

防斜面の崩れ対策工、漏水対策工、越水対策工に分け

て実施しました。また、準備工にあわせ、藤井国土交

通大臣政務官や飯泉徳島県知事をはじめ、演習役員、

城東小学校生や阿南高専生も「土のう作り」体験に参

加しました。 

 

準備工（杭ごしらえ） 

準備工（小学生による土のう作り） 

 

平成２９年度 吉野川・那賀川合同 
    総合水防演習開催について 

 四国地方整備局 徳島河川国道事務所 河川調査課長 梶取真一   
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水防団による水防工法訓練は、河岸侵食が頻発する

吉野川において、沿川に植生する木を用いた「木流し

工」や「シート張り工」を実施し、吉野川の特色を考

慮した水防工法を重点的に訓練しました。 

今回の演習では、伝統的な水防工法を基本としなが

ら、現代の技術を応用し、改良された最新の水防工法

として「応急型木流し工」「応急型シート張り工」を全

国で初めて演習に取り入れました。 

 

応急型木流し工 

 

応急型シート張り工 

月の輪工 

 

３．情報伝達訓練・ライフライン復旧訓練・人命救助

訓練・救援物資輸送訓練等の実施 

水防工法訓練の他に、徳島河川国道事務所長から藍

住町長、徳島市長への情報伝達（ホットライン）を実

施しタイムラインに沿った訓練を行いました。 

 

藍住町長へのホットライン 

 

徳島市長へのホットライン 
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また、ＮＴＴ西日本グループ、ＮＴＴドコモグルー

プ、四国電力グループによるライフライン復旧訓練や、

徳島東警察署、日本防災士会・徳島県支部、北島町太

郎八須団地自治会自主防災会、城東小学校児童による

避難訓練、徳島県警察本部広域援助隊による情報収集

訓練および人命救助訓練、日本赤十字社徳島県支部に

よる現地救護所開設訓練を実施しました。 

 

配電線復旧訓練 

 

避難訓練 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上空からは四国地方整備局が所有する「愛らんど

号」による被災状況調査、陸上自衛隊ヘリコプターに

よる孤立者救助訓練を実施しました。道路啓開訓練で

は、洪水により流されてきた車両が国道を塞いでいる

との想定で、建設業協会の重機により車両撤去を行い

ました。 

 

陸上自衛隊ヘリコプターによる孤立者救助訓練 

 

建設業協会の重機による道路啓開訓練 
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その他、大塚製薬工場の浸水防止用ゲート閉門訓練（Ｖ

ＴＲ）や要配慮者利用施設避難訓練（ＶＴＲ）、航路啓

開訓練（ＶＴＲ）や、建設コンサルタンツ協会による

防災用マルチヘリコプター（ドローン）を活用した被

災箇所調査訓練、徳島県トラック協会による救援物資

搬送訓練も実施しました。 

 

防災用マルチコプターを活用した空撮調査訓練 

 

徳島県トラック協会による救援物資輸送訓練 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．緊急災害対策派遣隊訓練 

徳島県知事から四国地方整備局長へ、吉野川の被災

状況調査や自治体などの技術的な支援を実施するため、

国土交通省緊急災害対策派遣隊（通称：TEC-FORCE）

への出動要請があり、派遣を決定、出動する訓練を実

施しました。 

 

徳島県知事より四国地方整備局長への出動要請 

 

緊急災害対策派遣隊出動訓練 
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５．体験・展示コーナー等 

演習会場では、一般参加者に水防工法をより身近に

感じてもらうため、水防工法として最も基本的な土の

う作りやロープワークの体験、降雨体験車や地震体験

車、土石流３Ｄシアターやトンネル点検車など、多く

の方々に実際に体感してもらいました。 

 また、演習に参加の各関係機関による防災に関する

パネルや車両の展示を行い、来場者にＰＲを行いまし

た。 

 

ロープワーク体験 

 

トンネル点検車乗車体験 

 

６．おわりに 

今回の総合水防演習を活かし、今後も関係機関と連

携して、防災に万全の備えを行っていきます。 

 最後に、御協力頂きました参加機関および関係の皆

様方にこの紙面をお借りしてお礼申し上げます。 
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 １．囲碁同好会（二名会） 

二名会の例会は、年6回、偶数月に当支部が入居し

ている建設クリエイトビルで開催しています。 

平日、仕事を終えた後の17時30分から、軽食等を

つまみながらの対局です。 

対局数は３局で、概ね 21 時頃には表彰式を終えて

解散しますので翌日の仕事に支障を及ぼすこともあり

ません。 

年会費は不要です。 

例会の参加費＠2，000－のみです。 

強弱は別として、囲碁をこよなく愛する人たちの集

まりですから誰でも入会・参加できますので、いつで

も門戸を叩いてください。 

 

最近の例会の成績のうち第210回から第213回まで

の4回分を以下に掲載します。 

 

二名会最近４回の優勝者 

回 数 開催日 
優 勝 者 参加

者数 Ａ組 Ｂ組 

210回 H28.12.21 (A,B混合)増山裕章 10名 

211回 H29.2.15 眞田順吉 岩澤委式 12名 

212回 H29.4.17 (A,B混合)須田道夫 8名 

213回 H29.6.28 (A,B混合)宮川学 6名 

 

 

 

 

 

 

２．ゴルフ同好会 

 ゴルフ同好会の例会も囲碁同好会と同様に年6回、

こちらは奇数月の土曜日に、開催しています。 

一時、建設不況の頃は参加者が少なくて活動も低迷

していたのですが、最近は 10～12組・40～45名前後

の参加が常態化して活況を呈しています。 

更には、当同好会の評判を聞きつけて新たに入会を

希望する会社・個人会員も後を絶ちません。 

事務局として嬉しい限りです。 

 また、参加者にとっても、和気藹々に気分良くゴル

フを楽しんだ後、運が良ければ入賞して豪華賞品？が

貰えるオマケ付きです。 

 今後とも、皆様のお力添えをいただきながら当同好

会を盛り上げていきたいと思います。 

 

  さて、例会の成績ですが、今回は第324回から第326

回までの3回分について以下に掲載します。 

 

 ゴルフ同好会最近３回の優勝・準優勝者 

 

                

回 数 開催日 優 勝 者 準優勝者 
参加

者数 

324回 H29.3.25 林浩一郎 長岡 晃 55名 

325回 H29.5.27 高橋博之 田中顕二 46名 

326回 H29.7.15 五十嵐修一 藤山 究 48名 

 

同 好 会 だ よ り 
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○会員名 株式会社 福井組 

・本社所在地 徳島県鳴門市大麻町市場字川縁３５-１ TEL:088-689-1055    

・代表者名 代表取締役 福井 孝典 

・創 業 昭和１７年 ２月 

・資 本 金 ３,０００万円 

・事業内容 土木・建築一式工事 

       河川工事 

       水道施設工事 

       舗装工事 

・概 況  弊社は、創業以来、一般土木工事を中心に地域とともに歩んでまいりました。 

       昨今、建設業には従来の｢物づくり｣のみならず、環境への配慮・自然災害への 

       対応等求められることが多様化しており、ＩＣＴ技術を活用した安全性・生産性 

向上も大きな課題です。 

        新しい技術を積極的に取り入れつつ、未来に向かって誠実に努力してまいります。 

 

 

○会員名 株式会社 丸島アクアシステム 

・本社所在地 大阪市中央区谷町 5 丁目 3-17  TEL 06-6766-3301 

・代表者名 代表取締役会長 島岡 司 

 代表取締役社長 島岡 秀和 

・創 業 昭和 3(1928)年 9 月 25 日 

・資 本 金 4 億 4,000 万円 

・事業内容 ・ダム・河川用水門設備 

・除塵設備 

       ・橋梁・水圧鉄管 

・水処理設備 

       ・水環境システム 

・概 況 当社は、1928 年の創業から水関連事業における数多くの社会インフラ製品の提供を通じ、

社会に貢献して参りました。今後も、新たなニーズに常にお応えできるよう、集積され

た知見をベースに「新製品、新技術」の開発に鋭意取り組むとともに、より広い視野に

立ち「地球環境保全」に直接貢献できる事業展開を推し進めて参ります。 

 

新 会 員 紹 介 
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№ 発行年月 図　　　書　　　名
一般価格
(税込)

会員価格
(税込)

送料

1 H29年4月 平成29年度版　建設機械等損料表 ¥8,640 ¥7,344 ¥600

2 H29年4月 ICTを活用した建設技術（情報化施工） ¥1,296 ¥1,080 ¥400

3 H28年5月 よくわかる建設機械と損料2016 ¥6,480 ¥5,508 ¥500

4 H28年5月 大口径岩盤削孔工法の積算　平成28年度版 ¥6,480 ¥5,508 ¥500

5 H28年5月 橋梁架設工事の積算　平成28年度版 ¥10,800 ¥9,180 ¥600

6 H28年5月 平成28年度版　建設機械等損料表 ¥8,640 ¥7,344 ¥600

7 H28年3月 日本建設機械要覧　2016年版 ¥52,920 ¥44,280 ¥900

8 H26年3月 情報化施工デジタルガイドブック【DVD版】 ¥2,160 ¥1,944 ¥400

9 H25年6月 機械除草安全作業の手引き ¥972 ¥864 ¥250

10 H23年4月 建設機械施工ハンドブック　(改訂4版) ¥6,480 ¥5,502 ¥700

11 H22年7月 情報化施工の実務 ¥2,160 ¥1,851 ¥400

12 H21年11月情報化施工ガイドブック　2009 ¥2,376 ¥2,160 ¥400

13 H20年6月 写真でたどる建設機械200年 ¥3,024 ¥2,560 ¥500

14 H18年2月 建設機械施工安全技術指針・指針本文とその解説 ¥3,456 ¥2,880 ¥450

15 H17年9月 建設機械ポケットブック　(除雪機械編) ¥250

16 H16年12月2005「除雪・防雪ハンドブック」(除雪編) ¥600

17 H15年7月 道路管理施設等設計指針(案)・道路管理施設等設計要領(案) ¥600

18 H15年7月 建設施工における地球温暖化対策の手引き(増刷版) ¥1,620 ¥1,512 ¥600

19 H15年6月 道路機械設備　遠隔操作監視技術マニュアル(案) ¥600

20 H15年6月 機械設備点検整備共通仕様書(案)・機械設備点検整備特記仕様書作成要領(案) ¥600

21 H15年6月 地球温暖化対策　省エネ運転マニュアル ¥250

22 H13年2月 建設工事に伴う騒音振動対策ハンドブック(第3版) ¥6,480 ¥6,048 ¥600

23 H12年3月 移動式クレーン、杭打機等の支持地盤養生マニュアル(第2版) ¥2,675 ¥2,366 ¥400

24 H11年10月機械工事施工ハンドブック　平成11年度版 ¥600

25 H11年5月 建設機械化の50年 ¥600

26 H11年4月 建設機械図鑑 ¥600

27 H10年3月 大型建設機械の分解輸送マニュアル ¥3,888 ¥3,456 ¥600

28 H9年5月 建設機械用語集 ¥2,160 ¥1,944 ¥600

29 建設機械履歴簿 ¥250

¥864 ¥777 ¥400

※１． 価格には消費税(８％)が含まれております。

※２． 送料は複数冊を同時購入の場合変わります。

※３．

¥2,700

¥411

¥3,456

◆発行年月順

一般社団法人日本建設機械施工協会　発行図書一覧表
(平成29年4月時点)
消費税８％を含む

¥1,029

¥5,142

¥1,944

¥1,944

¥540

¥8,208

¥4,320

30 毎月25日 建設機械施工　【H25.6月号より図書名変更】
定期購読料　年12冊9,252円(税・送料込)

購入のお申し込みは当支部ホームページ又は支部機関誌「しこく」に添付の「購入申込用紙」に必要事項を記入してFAXでお送り下さい。
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◆ 図 書 購 入 申 込 書 ◆ 

  

一般社団法人 

 日本建設機械施工協会 四国支部 行 

（ＦＡＸ番号：０８７－８２２－３７９８） 

  

 

図  書  名 

 

数 量 

    

    

    

    

    

  

  

 上記図書を申し込みます。                      平成  年  月  日 

 ※１． 必要書類で指定の様式がある場合は、申込書と共にご送付下さい。 

 ※２． 代金の支払いは、請求書に記載している口座にお振り込み下さい。 

  

  

  

  

 

官公庁名／会社名 

 

 

所 属 

 

 

担 当 者 氏 名 

 Ｔ Ｅ Ｌ   

Ｆ Ａ Ｘ   

 

住 所 

 〒 

 

必 要 書 類 

  

 見積書（   ）通 ・ 請求書（   ）通 ・ 納品書（   ）通 

 

送 料 の 取 扱 

（  ）単価に送料を含む 

（  ）単価と送料を２段書きにする  該当する方の（ ）に○をして下さい。 

  

受付 

  

平成   年   月   日 

  

発送 

 

平成   年   月   日 
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JCMA「しこく」2017.8  NO.99 

一般社団法人 日本建設機械施工協会四国支部 企画部会 

〒760-0066 高松市福岡町３－１１－２２ 

建設クリエイトビル４Ｆ 

TEL(087)821-8074    FAX(087)822-3798 

URL:http//www.jcmanet.or.jp/shikoku/ 

E-mailアドレス:jcma@mail.netwave.or.jp 
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